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第１ 事案の概要 

本件の本訴事件は、文化シヤッター株式会社（以下「文化シヤッター」という。）

が、日本アイ・ビー・エム株式会社（以下「IBM」という。）に販売管理等に用い

るコンピュータ・システムの開発・構築を支援する業務（以下「本件業務」という。）

を委託し、複数の個別契約（以下「本件各個別契約」という。）を締結したが、IBM

の責めに帰すべき事由による履行不能又は不完全履行を理由に解除（以下「本件解

除」という。）したと主張し、IBM に対し債務不履行又は不法行為を理由とする損

害賠償請求権に基づき約 27億 8千万円を請求した事案である。 

これに対し、本件反訴事件は、IBM が、ユーザ自身が要求する仕様を内部的に取

りまとめて適時・適切にベンダに伝えるべき義務や、仕様を凍結する合意の締結後

に追加変更要求を出してシステム開発を妨害しないこと等を内容とするユーザ側

のプロジェクト・マネジメント義務に違反して本件業務を難航させた文化シヤッ

ターの行為は不法行為に該当するなどと主張し、不法行為を理由とする損害賠償請

求権に基づき約 12 億円の請求をした他、本件業務に関する契約、民法 536 条 2 項

（平成 29年法律第 44号による改正前の民法（以下「旧民法」という。）によるも

の。）、当事者間の合意、商法 512条又は債務不履行を理由とする損害賠償請求権

に基づき、損害賠償請求をした事案である。 

本訴と反訴における請求を整理すると以下のとおりである。 
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